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1．はじめに
東電事故から 4 年半が経過し、福島第一原子力発電所の損

壊した1号機から 4号機で、汚染水対策、内部調査など徐々

にではあるが廃止措置に向けた準備が行われている。しか

し、高線量であることやこれまで世界的にも対処した例が少な

い燃料デブリを取り扱うことから、技術的には難易度が高く、

産官学の総力を傾けた技術開発・研究開発が行われており、

ロボティクスの専用の研究施設が整備されつつある。

事故による環境の放射性物質汚染により、福島県では現在

でも約 10万人余の人々が避難を余儀なくさせられている。

2012 年以降の除染により、9月5日には全町避難の楢葉町で

避難解除がなされるなど、徐々に住民帰還が可能な状態が広

がっているが、除染により取り除かれた除去土壌等が福島県

内 43自治体の約 10万か所の現場保管及び約 1,000か所の

仮置場にて保管され、東電福島第一原子力発電所周辺 16 平

方キロに設置予定の中間貯蔵施設へ搬入・保管される計画

にある。

その保管量は最大で約 2,200万m3
と想定され、その半分

の量は中間貯蔵事業に従事する労働者の放射線安全の対象と

もならない10,000 Bq/kg 以下の極低レベルの放射能濃度で

あると想定されているが、30年以内の2045 年までに福島県外

での最終処分を行うことを国は法的に約束している。福島県よ
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Summary
The intermediate storage volume of the removed soils and incineration ash in Fukushima is supposed about 22 

million cubic meters. Within 30 years after starting the intermediate storage, the final disposal outside Fukushima 
prefecture to these removed soils and incineration ash is determined by the law. Because these removed soils are the 
very-very low radio activity, the volume reduction method is most effective to reduce the burden of the fi nal disposal. 
As the volume reduction technology is the stage of research and development, the possibility of the introduction of the 
volume reduction technology that has the consistency of the fi nal disposal technology is evaluated from the point of 
view of cost. Since this business is accompanied by economic and technical risk to implement private companies, this 
project is considered appropriate to be implemented as a national project.
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図1	 現状の減容化技術と最終処分技術の関係イメージ 図 2	 焼却灰減容化フロー図
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りもはるかに少量の指定廃棄物の最終処分が福島県外では難

航していることを考えれば、中間貯蔵後の最終処分を見据え

た除去土壌等の減容化は不可欠であり、その減容化システム

の構築に当たっては最終処分技術との整合性が必要なことは

言を俟たない。

未曽有の事故以降、汚染地域が徐 に々縮減しているが、中

間貯蔵後の最終処分を見据えた取り組みは、国、自治体、国

民、住民、事業者、大学・研究機関が英知を結集して解決を

図ることができるかを試されていると考える。福島第一原子力

発電所の廃止措置よりもはるかに難しいナショナルプロジェク

トでもあると認識すべきである。

本稿は、2015 年 9月29日に行われた環境放射能除染学会

第10回講演会にて話した内容に加筆して、減容化システム構

築への期待と課題としてまとめたものである。

2．減容化技術と最終処分技術の特徴
（1）減容化技術と最終処分技術の技術的整合性は
	 取れているか
環境省では中間貯蔵施設に搬入された除去土壌等を減容

化する技術開発の戦略策定の検討会を 2015 年 7月に立ち上

げた。この検討会では、減容化技術の適用の方向性及び今

後の10 年間程度の技術開発戦略を策定することとしている。

減容化技術には土壌汚染対策で用いている分級洗浄技術

が既存技術で既にある他、化学処理、熱処理、溶融塩処理、

機械処理など除去土壌とセシウムの吸着特性に着目した様々

な技術提案がなされている現状である。これら提案されてい

る技術は基礎的な研究から始められており、正にシーズ型技

術である。中間貯蔵施設には除去土壌等の他にも除染廃棄物

等の焼却灰が160万m3
程度搬入・生成されると想定されてお

り、焼却灰の減容についても技術開発を進めていく必要があ

る。その際、減容化の目的も明確にしていく必要があると考え

る。具体的には、

a）最終処分の安全性向上

b）処分実施地域の受容性向上

c）量的な取扱性の向上

d）中間貯蔵から最終処分の経済性の向上

が図られる必要があると考える。

一方、最終処分技術については、放射性廃棄物処分技術と

して、1992年から青森県六ヶ所村にて浅地中のピット型処分

が実施されており最終処分の技術体系が実用規模技術として

確立している。浅地中での放射性廃棄物処分へは、原子力発

電所から持ち込まれることからコバルト、マンガン、セシウム

等の多核種が最終処分されており、中間貯蔵後の最終処分に

おいては137Csの単核種処分になることから最終処分技術の最

適化の検討が必要であるものの、除去土壌等の最終処分技術

は既存技術への適応性が求められる。即ち、ニーズ型技術と

して確立していく必要がある。

現段階では、シーズ型技術である減容化技術とニーズ型技

術である最終処分技術との間の整合性が取られている状況に

はなく、シーズ型技術開発に当たっては最終処分技術を見据

えた開発を進めていく必要がある。

（2）減容化技術の現状
a）焼却灰の減容化技術の現状
中間貯蔵施設へは特定廃棄物のうち10万Bq/kg 超及び可

燃性の除染廃棄物が搬入され、約 160万m3
の焼却灰が保管

されることが想定されている。

焼却灰にはセシウムが水に溶出しやすい飛灰と溶出しにく

い主灰がある。

飛灰の減容化については、国立環境研究所やその他民間

事業者等が提案しており、図 3に示す洗浄・除去設備では、

水中に溶出させたセシウムを吸着材であるプルシャンブルーに

て捕捉することにより、高減容を達成することができることを

明らかにしている。
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図 4	 焼却主灰の溶融減容化施設

図 3	 焼却飛灰の減容化システム
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出典:�日立造船株式会社作成のパンフレット「プラズマ式

灰溶融システム」中に掲載されている図

放射性セシウムが吸着した吸着塔を保管しています。
また、放射線量は周囲をコンクリートで囲って遮蔽して
います。

脱水したろ液中の放射性セシウムを高圧RO膜と
低圧RO膜の組合せで分離・濃縮します。
RO膜の処理水は放射性セシウムが含まれないため、
飛灰溶解設備の溶解液、脱水の洗浄液として再
利用しています。

溶解した飛灰を脱水・洗浄します。
脱水ケーキ中の放射性セシウムは十分に低濃度と
なり、脱水ケーキは埋立処分が可能となります。

膜処理された濃縮水中の放射性セシウムを吸着剤に吸着させ、
放射性セシウムを水から除去します。また、この設備は遮蔽壁を
設置し、放射線量を遮蔽しています。

放射性セシウムを含んだ飛灰を溶解し、
飛灰中の放射性セシウムを水側へ移行
させます。

出典:�国立研究開発法人国立環境研究所「放射性物質の挙動からみた適正な廃棄物処理処分（技術資料

第四版改訂版）」（ 2014 年 4月14日）、138 ページに記載の図 8.7 から転載

国立研究開発法人国立環境研究所／福岡大学／株式会社神鋼環境ソリューション

ごみ焼却飛灰中の放射性物質の洗浄・除去設備

スラグ出滓口
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プルシャンブル―については、環境放射能除染学会第10
回講演会で、東工大の竹下らが熱分解でシアンの無害化を提

案している。

また、主灰については、民間事業者の集まりである除染・

廃棄物技術協議会が、加熱分離の一事例として、図 4 に示

す溶融減容化設備を、溶融炉内での放射性セシウムの挙動に

ついての知見を獲得していく必要はあるものの、既存技術を用

いて実現が可能であると提案している。

洗浄減容化技術及び溶融減容化技術はいずれも基礎研究

段階から実証段階に至っており、実規模実証施設による運転

性・保守性のデータ取得を行う必要があると考える。

b）除去土壌の減容化技術の現状
除去土壌の減容化フローは図 5に示すように、一次減容

化、二次減容化という2ステップの減容化を行うことが適切で

あると考える。

一次減容化では大量の除去土壌を減容化率は低いものの、

迅速かつ大量に処理することができる分級洗浄技術を適用

し、二次減容化によって高減容を達成させることができると考

える。

事故後の初期段階では、放射性セシウムが土粒子の表面に

付着していることから化学処理により除去することができる実

験結果も示されていたが、現在では、福島の土壌に多く含ま

れる雲母の層間（フレイド・エッジ）に強く吸着され、簡単に

は除去できないことが報告されている。

一次減容化技術である分級洗浄技術は環境省が実施した

除染技術実証事業などで民間事業者が保有している土壌汚染

対処技術を基本として、放射性物質を取り扱うことに伴う水処

理、放射線被ばく対策等の知見が獲得された段階にあり、既

に実用化段階に到達しつつある技術であると考える。一方、
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図 6	 わが国の放射性廃棄物処分の考え方

図 5	 除去土壌の減容化フロー図
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二次減容化技術としては、化学処理、熱処理、溶融塩処理、

機械処理など様 な々方法が提案されているが、シーズ型研究

の基礎研究段階であり、チャンピオンデータを競っている段

階にあると考える。

除去土壌の減容化においては、最終処分量の減量に反比

例して再生利用量が増量することから、再生利用基準を整備

することも並行して行う必要がある。

（3）最終処分技術の現状
a）放射性廃棄物の区分
わが国においては、放射性廃棄物は低レベル放射性廃棄

物と高レベル放射性廃棄物の二区分に分類整理されている。

高レベル放射性廃棄物は再処理工場にて再処理された後の核

分裂生成物、超ウラン元素（TRU）等からなる廃棄物であり、

300 m 以深の地層に処分されることとなっている。

低レベル放射性廃棄物は、浅地中処分相当、余裕深度処

分相当、TRU等の地層処分相当の廃棄物に分類されている。

浅地中処分相当の放射性廃棄物は原子力発電所や大学等の

研究施設の施設運転及び保守に伴い発生する放射性廃棄物

が主なものであり、放射能濃度によってトレンチ型処分廃棄物

とピット型処分廃棄物に分かれ、地表10 m 程度までに処分

される。ピット型処分においては、セシウム核種では 10万
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図 7	 トレンチ処分構造図（フランスのモルビリエ）
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Bq/kg ～1,000 億 Bq/kgと非常に幅が広い放射能濃度範囲

で処分を行うことができる。

除去土壌等はその放射能濃度から中間貯蔵においてはト

レンチ型に相当する貯蔵施設にて保管され、減容化された後

の最終処分ではピット型にて処分されることが想定される。

b）放射性廃棄物処分場の構造と管理
低レベル放射性廃棄物の処分場は原子力利用を進めている

世界各国で設置されており、図 7はフランスの極低レベル放

射性廃棄物を処分するトレンチ型処分場の各セルの構造図で

ある。モルビリエに設置されている。

図の一番左が放射性廃棄物をトレンチに定置している時の

状態で、処分場に雨水が侵入しないように、かまぼこ型の天

井を設けている。地表面から8 m下を最低部とした構造である。

真ん中が放射性廃棄物の定置が完了した段階であり、上部

に遮水シートを設置して、処分後の管理期間中に雨水が入ら

ない構造を採用している。一番右が埋設を完了した段階の状

態で、遮蔽の効果も考慮して遮水シートの上に粘土層を敷設

し、最上部を芝生などで覆い、管理状態へ移行する。各セル

には点検抗が設けられている。

図 8 は低レベル放射性廃棄物を処分するピット型処分施設

の構造図で、日本原燃株式会社の2号埋設施設である。

ピットはコンクリート構造で、各セルに 360 個（9段 5 列 8
行）の200リットルドラム缶が定置され、その隙間にコンクリー

トを充てんし、上蓋コンクリートを設置し、セル構造の周囲と

上部にベントナイトなど遮水性土壌を施し、さらにその上部に

約 9 mの覆土を施している。ピットの最低部は地下約 18 mに

なっている。また、ピットには管理期間中に利用する点検通

路が設けられている。

放射性廃棄物は夫 の々核種が固有の半減期により放射能が

減衰することから、段階管理の考えが導入されており、図 9
に示すように、埋設段階、約 300 年間の保全段階を経て、管

理を必要としない廃止措置段階に至ると考えられている。

また、放射性廃棄物の最終処分場の安全規制においては、

図 10 に示すように、長期間の段階管理に伴う不確実性を考慮

した安全規制の考え方が導入されており、原子力発電所の安

全規制の基準よりも厳しい基準が適用されている。

c）浅地中処分場の事例
ⅰ）日本原燃株式会社
	 低レベル放射性廃棄物埋設センター
わが国では原子力利用に伴う研究が始められた当初より低レ

ベル放射性廃棄物の処分にかかる様 な々検討・研究が進めら

れ、海洋処分の研究もなされたが、最終的に陸地処分とする

こととなった。

これを受けて、商用原子力発電所から出る低レベル放射性

廃棄物の処分場として、青森県六ヶ所村に日本原燃株式会社

により低レベル放射性廃棄物埋設センターの建設が1990 年

に開始され、1992 年から埋設処分を開始した。この埋設セン

ターはピット型処分施設であり、総面積 340万m2
（注 1）の敷

地に60万m3
（200リットルドラム缶で300万本相当）の低レベ

ル放射性廃棄物を処分できる容量を持っている。1992 年に1
号埋設（施設容量 : 200リットルドラム缶で約20万本相当）で

の受入を開始し、2000 年には同じ施設容量の 2号埋設での

受入を開始し、現在に至っている。

なお、原子力施設の建屋等で放射化されたコンクリート等の
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図 9	 処分場の段階的管理概念図

図 8	 ピット型処分構造図（日本原燃）

管 理 期 間
埋設段階

埋設開始

放
射
能

埋設終了 管理終了

保全段階 廃止措置段階

約300 年

出典:「埋設設備の構造 :2 号埋設設備」	 日本原燃株式会社ホームページ 埋設事業より転載

出典:�国立研究開発法人日本原子力研究開発機構のホームページ、

研究施設等廃棄物の埋設事業「用語集」より転載

（URL; https://www.jaea.go.jp/04/maisetsu/glossary/glossary.html）

埋設設備例（2号埋設）
●全体平面図 ●区画断面図

（a-a 断面）

●埋設地断面図（b-b断面）

Ⓐ :約 152 m
Ⓑ : 約 191 m
ⓐ : 約 36 m
ⓑ : 約 37 m

ⓑ
ⓐ

Ⓑ

Ⓐ

区画

埋設設備 廃棄体を 9段5列8行の
俵積みで定置します。

厚さ約9 m以上の覆土 ベントナイト混合土

鷹架層（岩盤）排水・監視設備

セメント系充てん材

ポーラスコンクリート層

埋設設備

点検路
廃棄体

約2 m

約7 m

約37 m
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極低レベルの放射性廃棄物が原子力施設の廃止措置に伴って

排出してくる。現在、わが国で最初の商業用原子力発電所で

ある日本原電株式会社東海発電所の廃止措置が行われてお

り、極低レベルのコンクリートは発電所敷地内でトレンチ型の

埋設処分を実施する計画が進められている。

（注 1）ウラン濃縮施設用地も含めた用地全体の面積

ⅱ）研究施設等低レベル廃棄物処分場
読者によっては信じられない気持ちになると思われるが、わ

が国での原子力利用の研究が始められた当時の1955 年頃から

現在までの半世紀以上に渡って、研究等で生じた低レベル放

射性廃棄物は処分できず、大学・研究所並びに原子力発電所

以外の民間事業者が夫々の原子力施設で放射性廃棄物を保

管管理し続けている。

これらに加え、日本原子力研究開発機構（以下「原子力機

構」）が研究や事業を行って排出された低レベル放射性廃棄物

を加えた放射性廃棄物を研究施設等低レベル廃棄物と総称

されている。2008 年に原子力機構法が改正され、原子力機構

が研究施設等低レベル廃棄物の処分実施主体となっている。

約12万m3
（200リットルドラム缶で約 60万本相当）を約

100万m2
の敷地内に処分することとなっており、廃棄物の放

射能濃度によってトレンチ処分とピット処分とに分けて処分さ

れることとなっている。原子力機構が示した事業計画によれ

ば、施設の建設と操業の総費用は約 2,000 億円と計画されて

いる。

3．減容化から最終処分へのシステム化への考察
（1）シーズ技術とニーズ技術の融合の条件

チャンピオンデータの取得を目指した減容化のシーズ型技術

と地域住民の安全を確保しなければならない最終処分のニー

ズ型技術とを技術的整合を持たせて、図 13に示すように、シ

ステム化を図っていくことが必要である。

現段階では、減容化技術の詳細が不明なために技術的取り

合い点を明確にすることはできていないが、シーズ型技術が

既存のニーズ型技術の要件を満足するように研究開発を行う

ことが必要と考える。

その際の一つの視点として、減容化においては、何処まで

放射能濃度をあげていくべきかを検討することが必要である。

除去土壌の放射能濃度は 103
～105 Bq/kg 程度であり、丁

度、トレンチ型処分とピット型処分の中間の放射能濃度である。

一方、原子力利用における放射性廃棄物処分のピット型低
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図11	 日本原燃株式会社の低レベル放射性廃棄物埋設センター

図10	 放射性廃棄物処分におけるリスク管理目標（概念）

図12	 研究施設等廃棄物の埋設処分場の完成予想図

図13	 	減容化技術と最終処分技術の技術整合性が取れた
関係イメージ

シーズ型技術

貯蔵
保管 減容化

廃棄体化 最終処分

ニーズ型技術

管理棟・受変電施設等

コンクリートピット
( 操業中 )

コンクリートピット
( 操業中 )

コンクリートピット
( 操業中 )

コンクリートピット
( 操業中 )

トレンチ
( 上部覆土後 )

図 14	 最終処分のカテゴリーと放射性物質濃度

Bq/kg Bq/kg

1012

108

104

100

106

105

104

103

102

101

100

地層
余裕深度

除去土壌

ピット

トレンチ

10,000Bq/kg： 放射性
セシウムの下限数量
3,000Bq/kg:コンクリー
ト瓦礫再利用
100Bq/kg:クリアランス
レベル、食品濃度基準

出典:日本原燃株式会社ホームページ 埋設事業より転載

（URL; http://www.jnfl .co.jp/business-cycle/llw/）

出典:�国立研究開発法人日本原子力研究開発機構のホームページ、

「埋設事業の紹介」より転載

（URL; http://www.jaea.go.jp/04/maisetsu/aisatu/aisatu2.html）

出典:�旧原子力安全委員会開催シンポジウム（2010 年 2 月 23日）での講演「放射性廃棄物の処分に係る

安全規制の動向と原子力安全委員会の活動」（講演者 ;早田 邦久）資料（NSFR2010. URL; 
http://www.nustec.or.jp/NSC/nsrf2010/pdf/01.pdf）の図（12 ページ）より転載

トレンチ
(操業中 ) 受入検査施設
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レベル放射性廃棄物処分では 105
～1011 Bq/kg の放射能濃

度範囲を処分することができるとしている。即ち、除去土壌の

放射能濃度を最大で約100万倍まで濃縮したとしてもピット型

処分場で処分することができることを意味している。このこと

から、減容化への期待は少なくとも10 -3
～10 -4

までを達成す

ることにあると考える。

減容化を行うと、減容化残渣或いは濃縮残渣という極低放

射能濃度の除去土壌が大量に発生する。この極低の除去土壌
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表1	 中間貯蔵施設での貯蔵保管量予測値

表 2	 放射性セシウム（134Cs+137Cs）物理的減衰値

種類
放射能濃度

（Bq/kg）
数量

（万m2
）

焼却灰
除去廃棄物 約 155

対策地域内廃棄物 100,000 超 約 2

除去土壌

8,000 以下 約 1,006

8,000 ～ 100,000 約 1,036

100,000 超 約 1

単位：Bq/kg

0 年 2 年 12 年 22 年 32 年

発生量

予測時

100,000 60,810 38,400 30,180 23,970 

50,000 30,405 19,200 15,090 11,985 

4,000 2,432 1,536 1,207 959 

中間貯蔵

事業

開始時

100,000 63,150 49,630 39,420 

50,000 31,575 24,815 19,710 

4,000 2,526 1,985 1,576 

環境省中間貯蔵施設等福島現地推進本部「除去土壌等の中間貯蔵

施 設の案について（ 概要版）」（URL; https://josen.env.go.jp/
chukanchozou/action/acceptance_request/pdf/draft_outline_131214.pdf）
の 5 ページに記載された表を簡略化したもの
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は再利用が前提であり、減容化技術開発と並行して減容化残

渣の放射能濃度基準を設定することが必要となる。

既に、特措法では災害瓦礫のうちコンクリート瓦礫の再利用

基準として3,000 Bq/kgが設定されており、除去土壌に対して

も同じ基準を適用することが適切であると考える。

原子力利用で発生する廃棄物のうち、100 Bq/kg 未満の廃

棄物は廃掃法の廃棄物として扱うことが可能であり、その再利

用に当たっても利用方法を制限せずに無拘束での再利用を可

能とする基準であることに留意することが必要である。一方、

ドイツでは廃棄物の放射能濃度によって再利用範囲を限定し

ながら放射性廃棄物の処分量を減少させる合理的な政策が取

られていることを参考に、特措法においても再利用範囲を限

定した再利用基準（減容化残渣基準）を定めることは合理的

な考え方であり、早期に検討を開始する必要がある。

（2）減容化対象の除去土壌量
中間貯蔵施設に貯蔵保管される除去土壌量は表1に示す通

りの濃度区分と数量であり、総量で約 2,200万m3
であると予

測されている。ただし、この予測には 2 つの課題がある。第

一に、この予測は航空機モニタリング（2013 年 3月実施）に

より得られた空間線量率から除去土壌等の発生量と放射能濃

度を予測したものであるが、実際の除染に伴う除去土壌等の

発生量と放射能濃度の実績データが反映されていないこと、

さらには、空間線量率が放射性物質の物理的半減期よりも早

く低下していることが挙げられる。第二には、除染後に仮置

場等にて保管されている除去土壌等も放射性物質の物理的半

減期に従って放射能量が減衰していることを指摘することがで

きる。

表 2 は、2011年の事故により環境に放出された
134Csと

137Csの比が1:1であったことを踏まえて、上段には発生量予

測が行われた 2013 年 3月を起点にした放射性セシウムの物

理的減衰を示した。また、下段には中間貯蔵が開始された時

期である2015 年 3月を起点にした放射性セシウムの物理的減

衰を示した。

なお、8,000 Bq/kg 以下は 4,000 Bq/kgを代表値とし、

8,000 ～100,000 Bq/kgは50,000 Bq/kgを代表値とした。

再利用基準をコンクリート瓦礫の再利用基準（3,000 Bq/
kg）と同じとすると、8,000 Bq/kg 以下に分類される約 1,006
万m3

の除去土壌は、最終処分終了時点である2045 年（32
年後）においては再利用基準を大きく下回る放射能濃度にな

るので、減容化処置を施さなくとも直接に再利用することがで

きると考える。

（3）除去土壌の減容化処理と最終処分のフロー
図 15は 8,000 ～100,000 Bq/kg の除去土壌に注目した減

容化処理から最終処分へのフロー図である。土壌洗浄を中心

とする第一次減容化にて低濃度土壌と高濃度土壌とを荒ごな

し的に分別し、高濃度土壌を第二次減容化にてさらに高減容

化し、高減容に伴い高濃度化した除去土壌をピット型処分場

にて処分を行うことを検討の前提とした。

なお、100,000 Bq/kg 超は発生量が僅か 1万m3
であるこ

とから、今回の検討では評価対象外としたが、実際にはこれ

も減容化処理によりさらに高濃度化させることが可能である。

また、8,000 Bq/kg 以下は減容化処理を行わず、直接に再利

用に供するとした。

4．減容化評価
（1）一次減容化評価

一次減容化処理で用いる土壌洗浄技術は化学物質に汚染さ

れた土壌を回復させる技術として建設業界にて既に利用されて

いる技術であるが、平成 23 年以降、環境省等の技術実証事

業で、放射性物質を扱うことに伴う被ばく防止、飛散防止措

置の創意工夫が様々になされ、技術的にかなり確立している

技術である。

図 16は、2011年に内閣府が実施した技術実証事業の成果

であり、2012 年 6月に日本原子力研究開発機構が成果を取り

まとめて報告している。

この洗浄技術は、一次洗浄段階で、除去土壌に含まれる植
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図15	 除去土壌の一次減容及び二次減容フロー

ピット処分
（今回評価外）

再利用

再利用

ピット処分 再利用

低濃度土壌 高濃度土壌

トレンチ処分

第一次減容化（土壌洗浄）
減容化率

第二次減容化
減容化率

100,000 Bq/kg 超
（1万m3）

8,000 Bq/kg 以下
（1,000万m3）

8,000 ～100,000 Bq/kg 以下
（1,036万m3）

除去土壌

図16	 一次減容化技術の実証事業成果（一例）

（注）�国立研究開発法人日本原子力研究開発機構発行の「福島第一原子力発電所事故に係る避難区域等における

除染実証業務報告書」（2012 年 6月）、51ページの図に著者が放射性物質濃度を追記

除染効果
放射能
（Bq） 計算式

乾燥土壌
（kg） 計算式

除染前 125,200 ① 7.86 ①

除染後 16,970 ⑤ 3.37 ②+③+④

除染・減量率 0.864% 1-⑤/① 0.571 1-（②+③+④）/①

物質収支
放射能
（Bq）

乾燥土壌
（kg）

投入量 125,200 7.86

回収量 114,338 7.42

回収率 91.50% 94.40%

未回収（440g）分は
系統内に細粒分として付着

物質収支の検算
二次固形分
30,700 Bq/1.14 kg=26,930 Bq/kg
26,930 Bq/kg×0.44 kg=11,849 Bq
未回収放射能
125,200 -114,338=10,862 Bq
11,849 Bq≒10,862 Bq
⇒75μm以下の細粒分として系統内に付着

水

吸着材

水 二次洗浄排水

一次洗浄排水

除去植物 凝集剤

凝集剤

排水処理

排水処理

一次処理水

二次処理水

一次固形分

二次固形分

汚染土壌

一次洗浄
（ドラムウォッシャ）

植物除去
（比重分離）

湿式分級
（75μm）

湿式分級
（75μm）

二次洗浄土
（+75μm土壌）

二次洗浄
（ボールミル）

一次洗浄土

工
程
1

工
程
2

工
程
3

濁水処理工程

（15,900 Bq/kg）

（4,200 Bq/kg）
（26,900 Bq/kg）

（30,000 Bq/kg）

（25,400 Bq/kg）

①125,200 Bq, 7.86 kg

② 1,068 Bq, 0.042 kg

③ 65,600 Bq, 2.19 kg

④ 30,700 Bq, 1.14 kg
※検出限界値 : 約10 Bq/L

⑤ 16,970 Bq, 4.05 kg

0 Bq, 4.71 kg

0 Bq, 4.80 kg

水
0 Bq, 10 kg

N. D., 2.88 kg

N. D., 3,705 kg
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表 3	 処分予定量（本数 :200Lドラム缶換算） 表 4	 総事業費（単位 : 億円）

ピット トレンチ 合計

原子力機構 189,800 199,200 389,000

大学・民間 18,200 148,800 167,000

合計 208,000 348,000 556,000

ピット トレンチ 合計

建設費 537 230 766

操業費 704 385 1,090

人件費 112 42 154

一般管理費 13 5 19

合計 1,367 662 2,029

原子力科学技術委員会研究施設等廃棄物作業部会（第12回、2015
年7月1日）の配布資料 12 -3、「研究施設等廃棄物埋設事業の進捗

について」（国立研究開発法人日本原子力研究開発機構作成）（URL; 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/057/
shiryo/__icsFiles/afieldfile/2015/07/09/1359587_3.pdf）の5ページに

記載された内容をもとに著者が作成

出典:�原子力科学技術委員会研究施設等廃棄物作業部会（第11回、

2014 年2月17日）の配布資料 2、「埋設処分業務の実施状況」

（国立研究開発法人日本原子力研究開発機構埋設事業推進

センター作成）（URL; http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/
gijyutu/gijyutu2/057/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2014/02/26/

	 1344450_1.pdf）の5 ページに記載されたもの
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物の根などを比重分離により除去したのちに湿式分級により除

去土壌を粒形 75 µm にて篩い分級し、75 µm 以下の粒形の高

濃度分を回収し、粒形 75 µm 以上を二次洗浄としてボールミ

ルにより表面に付着しているセシウムを分離し、これを再び75 
µm にて篩い分級し、これを回収してセシウムが付着している

土壌を集めて濃縮し、その残渣が減容化分として回収される。

これにより、洗浄処理前に15,900 Bq/kgあった除去土壌が

平均して 28,900 Bq/kgまでの約 1.8 倍濃縮することができて

いる。洗浄処理後の洗浄残渣（濃縮残渣）は4,200 Bq/kgで
あり、洗浄残渣の放射能量は洗浄前の約 1/4まで低減させる

ことができている。減容化については、洗浄処理前に7.86 kg
あったものが、濃縮側には除去された植物を除いて3.33 kgで、

42.4%まで減容化されている。

2012 年度以降に実施された実証事業等により、より良いデー

タが出ているものと思うが、この評価においては上記データを

レファレンスデータとして用いた。

（2）二次減容化評価
a）二次減容化評価の考え方
二次減容化技術はシーズ型技術開発段階の技術であり、現

段階ではレファレンスケースを設定するだけのデータが存在し

ない。このため、以下の条件を設定し、二次減容化技術への

要求基準をコスト面から評価した。

ⅰ）�二次減容化処理対象の除去土壌量は一次減容化処

理のレファレンスケースから算出する

ⅱ）�二次減容化処理目標は一次減容化処理後の除去土壌

量の 1/100 まで減容化をレファレンスケースとする

ⅲ）�二次減容化処理費用は二次減容化せずにトレンチ型

処分をした場合の費用の 1/10と二次減容化後のピッ

ト型処分費用の差額を充当することとし、これから二

次減容化処理単価のレファレンス値を算出する

なお、ここで示した係数 1 /100及び 1 /10 はかなり意欲的

な係数であり、減容化技術開発に対する期待値でもある。

b）二次減容化レファレンス評価
原子力における低レベル放射性廃棄物の処分に係る費用に

ついては必ずしも十分な情報が開示されている状況にはない

が、原子力機構が検討を進めている低レベル放射性廃棄物処

分場については、文部科学省研究施設等作業部会にて表 3及
び表 4 に示すように処分数量及び建設・運転管理費用が試算

されている。

これをもとに、建設費から運転管理費までを含めたトレン

チ型処分及びピット型処分の夫々の単価は 95万円/m3
、330

万円/m3
と算出される。

二次減容化の対象となる除去土壌量は 4 -（2）- a）のレファ

レンス値から約 500万m3
と算出され、二次減容化処理単価

（レファレンス値）は約 6.2万円/m3
と算出される。

また、約 500万m3
の除去土壌を全てトレンチ型処分する

とすれば、処分だけで約 4.75 兆円の費用となり、処分場とし

て必要な面積は原子力機構の研究施設等廃棄物処分場から

推計すると約 4,200万m2
の規模と算出される。これに対して

レファレンスケースにおいては、処分費用が約 1,650 億円、

処分場面積が約 42万m2
の規模となる。

なお、この評価結果は、原子力機構の研究施設等廃棄物

処分場の公表データをもとに単純に比例計算した結果にすぎ

ず今後詳細な評価が必要であるが、二次減容化技術開発を進

める者への一つの目標を示すこととなれば幸いである。

（3）レファレンス評価に対する感度分析
レファレンス値は不確定な様 な々仮定の下に評価を行ってい

るので、一次減容化及び二次減容化の減容率を変数とした感

度分析を行った。

表 5は感度分析結果である。一次減容化率 57.6%・二次

減容化率 1 /100 はレファレンス値である。一次減容化率を上

げることにより処分費用を下げることができるものの、二次減
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表 5	 減容化目標評価結果（評価例）

上段 :二次減容化後のピット処分費用（億円）	 下段 :二次減容化目標処理単価（万円/m3
）

10% 30% 50% 57.60% 70% 90%

1/1000
308 239 171 103 34
9.2 9.2 9.2 9.2 9.2

1/200
1,538 1,197 855 513 171

7.9 7.9 7.9 7.9 7.9

1/100
3,077 2,393 1,709 1,658 1,026 342

6.2 6.2 6.2 6.2 6.2 6.2

1/50
6,154 4,780 3,419 2,051 684

2.9 2.9 2.9 2.9 2.9

1/20
15,385 11,966 8,547 5,128 1,709

-7.0 -7.0 -7.0 -7.0 -7.0 

1/10
30,769 23,932 17,094 10,256 3,419

-23.5 -23.5 -23.5 -23.5 -23.5 

一次二次

図17	 新型転換炉「ふげん」
出典:�国立研究開発法人日本原子力研究開発機構より提供された写真
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容化単価へは影響を与えないことが分かった。また、二次減

容化率が1 /20 程度では、4 -（2）- a）のⅲ）の条件では成立

しないことが分かった。

5．ナショナルプロジェクト管理の必要性
（1）ナショナルプロジェクトの先行例

わが国では、開発に巨額の費用がかかり、民間だけでは技

術開発リスクを負いきれない国家的な目標を達成するために、

原子力開発や宇宙ロケット開発などではナショナルプロジェク

トに国が指定し、産官学の総力を結集させて、決められた期

間内に事業として成立させることが行われてきた。

その一例として、新型転換炉「ふげん」の開発を紹介する。

新しい原子炉開発は、一般的に、実験炉⇒原型炉⇒実証

炉⇒実用炉の4 段階を経て電力会社が運営する商業用の原子

炉にしていく方策がとられてきたが、新型転換炉「ふげん」は

軽水炉技術を利用することもあり、実験炉を経ずにいきなり原

型炉から開発された。当時の日本では東海ガス炉（英国から

輸入）、美浜1号炉（米国から輸入）、福島1号炉（米国から

輸入）と何れも輸入技術にて商業用原子力発電所が建設され

た段階であり、国産技術で全く新しい原子炉開発を行うこと

には大きな開発リスクがあった。このため、国（動燃 : 開発責

任、設計・研究開発・試運転・運転）、電力（J-Power : 施工

監理、電力各社 : 運転協力）、民間（日立製作所、東芝、三

菱重工、富士電機、住友重機械 : 機器設計・製造・据付）が

力を結集して開発に当たった。

新型転換炉「ふげん」は、福井県敦賀市に建設され、電気

出力 16.5万 kw の小さな研究開発段階の原子力発電所である

が、1979 年に運転を開始して現在は廃止措置が行われてい

る。その間に約 219 億 kwh（設備利用率約 62%）の発電を

行ったユニークな原子炉である。

建設中には、オイルショックによる資材確保難や設計時点

では分っていなかった応力腐食割れ問題があったりして、表 6
に示すように、建設工期に若干の遅れはあったものの、調査

を開始してから16 年後の1979 年に運転を開始することができ

た。また、運転開始直後に米国で TMI 事故が起こり、その

対応を求められたりもした。

この表を見て分かるように、新型転換炉「ふげん」の中核技

術に関して実規模試験ができる 4つの研究施設を設け、設

計・安全審査段階、建設・試運転段階での技術課題を一つ

ひとつクリアしていったことが、輸入・技術導入による軽水炉

技術とは違うところである。

新型転換炉「ふげん」を開発するにあたり、

a）�自らの手で設計を行い、自らの手で重要機器のノウハウ

を確立する

b）�開発に必要な情報とそれが必要な時期を明確にして開

発を進める
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表 6	 新型転換炉「ふげん」の開発・建設工程

西暦 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981

ふげん

調査検討

設計・安全審査

建設・試運転

本格運転

研究

開発

施設

重水臨界試験装置（DCA） 建設 実規模実証による試験研究

流動伝熱試験装置（HTL） 建設 実規模実証による試験研究

ATR 安全性試験装置（A 安） 建設 実規模実証による試験研究

コンポーネントテストループ（CTL） 建設 実規模実証による試験研究

商業炉

▽
東電福島第一 1号機運転開始

▽
原電東海炉運転開始

▽
関電美浜 1号機運転開始

動燃十年史編集委員会「動燃十年史」（動力炉・核燃料開発事業団が 1978 年発行）の 237 ページに記載された詳細な工程を

著者が簡略化し、商業炉の運転開始時期を追記
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c）�既存技術は極力利用するが、必ず自ら評価し、必要あ

れば自ら検証する

を開発の基本方針に据えて進めている。

「中間貯蔵～減容化～最終処分」の一連の事業はこれまで

わが国が経験したことがない大事業であり、民間責任のみで

実施するにはリスクが高い事業でもあり、先例が示すように、

ナショナルプロジェクトで実施することが適切であると考えれ

ば、新型転換炉「ふげん」開発において行われた手法は参考

になる所が多くあると思われる。

（2）ナショナルプロジェクトとしての中間貯蔵事業
中間貯蔵事業は、約 2,200万m3

の焼却灰と除去土壌等を

扱い、現段階ではこれ以降の取扱量については未確定ではあ

るが敢えて言うとすれば、約 1,100万m3
の焼却灰と除去土壌

等の減容化処理を行い、さらに約 500万m3
の除去土壌に対

して高減容化処理を行い、最終的には数 10万m3
台までに高

減容された放射性廃棄物を福島県外で処分し、減容化残渣な

どは再生利用を実施することとなる事業であり、これらを取り

扱う数多くの施設・設備を安全に運転・保守できる能力も求

められる事業である。加えて、これらの業務を法律で定めら

れている30 年以内に完了させねばならない事業でもあること

から、事業の遂行には大きなリスクが存在することとなり、ナ

ショナルプロジェクトとしてわが国の総力を結集して実施するこ

とが適切であると考える。

その際、ナショナルプロジェクト・マネージメントの優劣が

事業の遂行に大きく左右することを肝に銘じなければならな

い。その中心は「人・物・金」に中間貯蔵事業では「時」の 4

要素を的確にマネジメントできるかに係っている。

特に、人については、員数確保は勿論のこと、少なくとも

10 年間～15 年間程度の期間を継続して事業に従事する者を

確保できるかという「人の継続性」は事業を成功に導く重要

な要素である。

表 7は減容化から最終処分への工程をイメージしたもので

ある。

工程は大きく分けて、研究開発段階、減容処理段階、最終

処分段階に区分され、研究開発段階には初期の15 年間程度

しか割り当てることができない。それ故、研究開発段階の初

期に行われる調査が極めて重要な役割を担うこととなる。

減容処理段階は、研究開発段階の成果を踏まえて、10 年後

程度から一次減容化及び二次減容化を実施していくこととなる。

最終処分段階については、二次減容化による最終処分量、

最終処分放射能量等の設計条件を踏まえて最終処分場の設

計・建設を行い、30 年以内の県外処分を最終の4 年間程度で

搬出・最終処分を行うことを想定する。また、最終処分に当

たっては、高減容化された除去土壌等を最終処分できる廃棄

体化にすることも必要であり、このための施設整備も最終処

分段階で実施することが必要となる。このことから、表 7に示

すように中間貯蔵期間である30 年間の半ば辺りから最終処分

場の設計を開始する必要があることが分かる。

6．減容化への今後の課題
減容化はまだコンセプト段階であり、実用技術にしていくま

でには様 な々課題が存在する。簡単に整理すると、以下の通

りである。
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表 7	 「減容化～最終処分」工程（イメージ）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

研究

開発

調査

要素技術開発

実証施設建設 運転

減容

処理

施設建設 一次減容化処理

概念設計 二次施設建設 二次減容化処理

最終

処分

概念設計 廃棄体化施設建設 廃棄体化

搬出

概念設計 最終処分場建設 埋設

（基本設計・安全審査・建設）

Vol.4, No.1, 2016 / 環境放射能除染学会誌

59

（1）�減容化に係る基礎情報が不足しており、研究開発段階

の調査期間内に基礎情報の収集・整理

	 �例えば、除去土壌・除染廃棄物の発生量、夫々の放射

能濃度分布、除去土壌の粒度分布、土壌洗浄技術の

実績データなど

（2）再利用基準の整備と再利用先の確保

（3）�最終処分核種が
137Cs のみであり、廃棄体化、最終処

分場の設計・安全評価手法の確立

（4）�中間貯蔵施設整備計画に減容化施設整備計画を加え

た総合的な施設整備計画の立案

	 �例えば、減容化施設の設置場所の確保、中間貯蔵施

設の安全評価、整備工程への反映

（5）減容化技術の知見の集約方法

	 �例えば、一次減容化技術は民間技術を活用、二次減

容化技術はナショナルプロジェクト責任箇所へ集約

（6）減容化システムの評価手法の確立

	 焼却灰も含めた減容化の総合的システム評価手法の確立

であり、これを一元的にマネジメントすることも必要である。

7．おわりに
東海道新幹線は 1964 年10月1日に東京オリンピックの開

催に併せて開業され、爾来、50 年を経過した今日まで大きな

事故を経験することもなく、安全に、経済的にも成功を収め

ている。その東海道新幹線を実現するために、1956 年に実現

可能性調査チームが旧国鉄内に設置され、3 年後の1959 年に

着工され、5 年の歳月を経て営業運転を達成した。

建設当時の十河国鉄総裁、島国鉄技師長は建設予算が超

過した責任で開業時には辞任をしていたが、二人の卓越した

人材が今日の東海道新幹線を支えているといっても過言では

なく、事業と技術とを全体的に見通して継続性を持ってマネジ

メントしていく態勢が中間貯蔵事業においても必要であること

を示しているようにも思われる。

また、中間貯蔵施設候補地及び候補地の周辺地域は空間

線量率が高い地域であり、最も復興が難しい地域であると認

識されている。中間貯蔵～最終処分の事業を推進することに

より、新しい産業の創出と知の集約が行われ、避難されてい

る方々 の帰還と地域の復興の促進に寄与することが期待される。

本稿は、筆者が独断偏見的に示したものであり、しかも、

本稿で示した様 な々試算値は今後精緻化されていく必要があ

る概念的なものと認識している。ご批判をいただくことを期待

している。
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和 文 要 約
福島県で発生する除去土壌等は約 2,200万m3

と想定され、中間貯蔵施設にて保管された後に、2015 年 3月を起点として、30
年以内に県外処分をすることが法律で定められている。日本原燃株式会社の低レベル廃棄物埋設センターの処分容量は 60万m3

であり、中間貯蔵後の処分量は比類なき大量の処分量と言わざるを得ない。除去土壌等の放射能濃度は一部には高い濃度のもの

もあるが、殆どが極低レベルの濃度であり、処分の負担を軽減するための減容化処理は避けられない。その減容化処理技術はシー

ズ型開発段階であり、チャンピオンデータの獲得を目指した研究段階ではあるが、30 年以内という限定された期間内に技術確立す

るためには、処分技術とのシステム化と技術調和が不可欠である。減容化技術に対するコスト期待値を処分と連動させて技術評価

の一つとして実施した。
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